
～鹿児島県障害福祉計画 概要版～ 

１ 県障害福祉計画の位置付け 

・本計画は「障害者自立支援法」第８９条に基づき，障害福祉サービス等の必

要量を見込み，また，その確保のための方策等を定めるもの。

・「障害者基本法」に基づき策定し，平成１５年度から同２４年度を計画期間

とする「鹿児島県障害者計画」の実施計画として位置付け。

・「鹿児島いきいき障害者プラン 21（平成 15～19 年度）」は，前倒しで終了。 

基本計画 実施計画

鹿児島県障害者計画

平成15～24年度

鹿児島いきいき障害者プラン21
平成15～19年度

鹿児島県障害福祉計画
平成18～23年度

２ 計画の期間 

・第一期障害福祉計画の計画期間は，平成１８年度から同２０年度まで。 

＊第一期計画期間中に障害者自立支援法対策臨時特例交付金で創設する基金

を活用した特別対策事業を含めた各種事業を実施。 

・第二期障害福祉計画の計画期間は，平成２１年度から同２３年度まで。 

３ 区域の設定 

・県障害福祉計画においては，指定障害福祉サービス等の種類ごとの見込量を

定める単位となる区域を定めるものとされており，県は地域の実情に応じて，

適切な範囲で当該区域を定めることが必要。 

圏　域　名 市町村 所管区域名 市町村
鹿児島 鹿児島市，三島村，十島村
日　置 日置市，いちき串木野市
指　宿 指宿市，頴娃町

川　薩 薩摩川内市，さつま町
出　水 阿久根市，出水市，長島町
伊　佐 大口市，菱刈町

曽　於 曽於市，志布志市，大崎町

南　薩
枕崎市，指宿市，南さつま市，
揖宿郡，川辺郡

北　薩
阿久根市，出水市，薩摩川内市，
薩摩郡，出水郡

新：総合事務所の所管区域旧：保健医療計画の二次保健医療圏域

鹿児島
鹿児島市，日置市，
いちき串木野市，鹿児島郡

大口市，霧島市，
伊佐郡，姶良郡

大　隅
鹿屋市，垂水市，曽於市，
志布志市，曽於郡，肝属郡

奄　美 奄美市，大島郡

熊　毛 西之表市，熊毛郡

姶良・伊佐

南　薩
枕崎市，南さつま市，
知覧町，川辺町

姶　良
霧島市，加治木町，姶良町，
蒲生町，湧水町

奄　美

鹿屋市，垂水市，東串良町，
錦江町，南大隅町，肝付町

熊　毛
西之表市，中種子町，南種子町，
上屋久町，屋久町
奄美市，大和村，宇検村，瀬戸内町，龍郷
町，喜界町，徳之島町，天城町，伊仙町，
和泊町，知名町，与論町

肝　属



４ 平成２３年度における目標値 

・障害者施設の入所者については，現在の入所者約 4,060 人の約１４％がグル

ープホーム等の地域生活へ移行する一方で，待機者が多い本県の実情を踏まえ

て新たに一定の新規入所者を見込むため，施設入所者の合計では約７％の減少

と見込む。 

・精神科病院における「受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者」約 690

人についても，グループホームや一般住宅等の地域生活への移行を促進するこ

とにより，計画の最終年度である平成２３年度までに約 580 人を減少させ，平

成２４年度で全て解消すると見込む。 

＊「受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者」については，平成１４年厚

労省患者調査によれば，本県は 1,100 人であったが，平成１８年１１月に本県

で県内精神科病院を対象に調査した結果，約 690 人となったところ。 

・福祉施設を利用する障害者等の一般就労についても，平成２３年度において

現在の３倍の年間５４人を目標とする。 

５ 指定障害者支援施設等の必要入所定員総数 

・施設入所者数が平成２３年度までに約７％減少する見込みであるため，当該

減少率を踏まえたものとする。

区分 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２３

入所定員総数 4,125人 4,086人 4,033人 3,848人

指定障害者支援施設等の必要入所定員総数

６ 地域生活支援事業（主要事業） 

・発達障害者支援センター    Ｈ１８：１箇所 → Ｈ２３：１箇所 

・障害者就業・生活支援センター Ｈ１８：１箇所 → Ｈ２３：３箇所 

・高次脳機能障害支援普及事業  Ｈ１８：０箇所 → Ｈ２３：１箇所 

・県自立支援協議会       Ｈ１８：０箇所 → Ｈ２３：１箇所 

・障害児等療育支援事業     Ｈ１８：８箇所 → Ｈ２３：９箇所 

・精神障害者退院促進支援事業  Ｈ１８：０箇所 → Ｈ２３：１箇所 

７ 地域共助のまちづくりに向けて 

・「県自立支援協議会」を中心とした保健・医療，教育，住宅，雇用等に係る

関係機関との連携の下に，障害者等の年齢段階や生活環境等に応じた，切れ目

のない施策を推進。 

・学校教育や社会教育とも連携した取り組みの更なる推進。 

・「共生・協働」の理念に基づいたボランティア活動の支援機能向上やＮＰＯ

等によるサービス提供の促進，災害時等の非常時においても障害者等に必要

不可欠なサービス提供体制が整えられる関係機関との緊密な連携の推進。 


